
令和 6 年度 収入支出予算 2月19日開催の（オンラインによる）組合会において当健保
の令和6年度予算と事業計画が承認されました。

※端数整理のため、計数が整合しないことがあります。

一 般 勘 定

介 護 勘 定

支　　出

予算基礎数値
▪ 年間平均被保険者数 15,736 人
▪ 年間平均標準報酬月額 358,316 円

▪ 保険料率　1,000 分の 103（調整保険料率　1,000 分の 1.13 を含む）

負担割合： 会社　　　59.00 
被保険者　44.00

9,250万8千円（被保険者1人あたり　5,879円）
　健保組合を運営するための事務執行費用です。例えば、職員の人
件費、システム維持費および組合会等の諸経費にあてる費用です。

55億3,597万2千円（1人あたり　35万1,803円）
　皆さんやご家族の方が、病気やけがで医者にかかったり、出産や
葬祭の費用あるいは病気で会社を休み、給料がもらえなくなった場
合に給付する費用です。加入者の1人あたり医療費が全国平均を大
幅に上回る傾向が続くと予想しています。

35億5,002万8千円（1人あたり　22万5,599円）
　65歳～ 74歳の前期高齢者や75歳以上の後期高齢者の医療にあ
てるための国への拠出金です。

3億7,788万5千円（1人あたり　2万4,014円）
　皆さんやご家族の方の健康保持・増進を図るための各種健診、
人間ドック、スポーツ、レクリエーションなどにあてる費用です。

2億1,449万円（1人あたり　1万3,631円）
　全国の健保組合の財政安定のための拠出金や予備費等の費用です。

6億9,861万8千円（1人あたり　4万4,396円）
　一般保険料の減収や保険給付費や拠出金などの支出増加のため
収入に不足が生じますので、準備金（貯金）を取り崩して収入を賄
います。

1億4,364万8千円（1人あたり　9,128円）
　高額療養費の割合が高い健保組合の財政負担軽減のための交付
金、メタボリックシンドローム該当者への保健指導補助金、利子収
入などです。

※ 健保会計、介護会計では国の予算編成と同じく、単年度の事業計画・支出予算とそれに見合う収入予算を設定しますので、
収入・支出合計は同額です。

収 入 合 計
97億7,088万3千円（1人あたり　62万0,925円）

支 出 合 計
97億7,088万3千円（1人あたり　62万0,925円）

収 入 合 計
13億7,005万3千円（1人あたり　12万4,336円）

支 出 合 計
13億7,005万3千円（1人あたり　12万4,336円）

収　　入 支　　出

予算基礎数値
▪ 介護保険料を負担する年間平均第２号被保険者数 11,019 人
▪ 年間平均標準報酬月額 388,336 円

▪ 介護保険料率　1,000 分の 16.5

負担割合： 会社　　　  8.25 
被保険者　  8.25

10億9,145万2千円（介護保険第2号被保険者1人あたり　9万9,052円）
　40歳～ 64歳の皆さんの給料・賞与と保険料率をもとに計算し、
皆さんと会社から徴収する保険料です。（任意継続被保険者は全額
本人から徴収）
　前年度予算と比べ被保険者1人あたり約8,780円の増収です。

2億7,860万1千円（1人あたり　2万5,283円）
　介護納付金の支出に必要な収入に不足が生じますので、準備金
（貯金）を取り崩して収入を賄います。その他は利子収入などです。

12億7,000万円（介護保険第2号被保険者1人あたり　11万5,255円）
　介護費用の財源にあてるため、40歳～ 64歳の皆さんとご家族の
人数をもとに計算し、国に納める納付金です。

1億5万3千円（1人あたり　9,080円）
　ほぼ全額が予備費です。

・一般保険料収入
88億2,992万1千円（被保険者1人あたり56万1,129円）
　皆さんの給料・賞与と保険料率をもとに計算し、皆さんと会社か
ら徴収する保険料です。（任意継続被保険者は全額本人から徴収）

・調整保険料収入
9,869万6千円（1人あたり　6,272円）
　全国約1,400の健保組合間の財政調整財源として皆さんと会社か
ら徴収する保険料です。

収　　入
健康保険料収入 事　　 務　　 費
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そ の 他

介 護 納 付 金
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